
 

 

 

 

 

平成 23年度 

東みよし町連結財務諸表 

（概要・分析） 

 

連結対象 

 

一 般 会 計 

国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

水 道 事 業 特 別 会 計  

簡易水道事業特別会計  

公共下水道事業特別会計 

徳島県市町村議会議員公務災害補償等組合 

徳島県市町村総合事務組合（一般会計） 

徳島県市町村総合事務組合（特別会計） 

三好東部火葬場管理組合 

みよし広域連合 

徳島県後期高齢者医療広域連合 

土地開発公社 

吉野川オアシス株式会社 



平成 23 年度 連結貸借対照表 

（平成 24 年 3 月 31 日現在） 

                                       （単位：千円） 

 
借方 貸方 

資産の部 負債の部 

 
１ 公共資産 
 （１）有形固定資産 
 （２）無形固定資産 
 （３）売却可能資産 
公共資産合計 

 
２ 投資等 
 （１）投資及び出資金 
 （２）貸付金 
 （３）基金等 
 （４）長期延滞債権 
 （５）その他 
 （６）回収不能見込額 
 投資等合計 
 
３ 流動資産 
 （１）資金 
 （２）未収金 
 （３）販売用不動産 
 （４）その他 
 （５）回収不能見込額 
 流動資産合計 
 
４ 繰延勘定 
 

 
44,003,815 

25,758 
192,762 

44,222,335 
 
 

268,800 
37,368 

2,225,463 
214,581 
14,992 
△9,880 

2,751,324 
 
 

3,929,367 
83,873 

0 
27,546 

0 
4,040,786 

 
4,066 

 
１ 固定負債 
 （１）地方公共団体 
 （２）関係団体 
 （３）長期未払金 
 （４）引当金 
 （５）その他 
 固定負債合計 
 
２ 流動負債 
 （１）翌年度償還予定額 
 （２）短期借入金 
 （３）未払金 
 （４）翌年度支払予定退職手当 
 （５）賞与引当金 
 （６）その他 
 流動負債合計 
 

 
 

11,221,968 
0 

93,980 
2,352,459 

0 
13,668,407 

 
 

1,615,810 
0 

45,401 
37,478 
98,611 
29,538 

1,826,838 
 

負債合計 15,495,245 

純資産の部 

純資産合計 35,523,266 

資産合計 51,018,511 負債・純資産合計 51,018,511 

現在町が住民

サービスを提

供するために

保有している

資産の総額 

資産形成のた

めすでに支払

った額 

【現世代が負

担してきた額】 

資産形成のた

めに発行した

借金の残額 

【将来世代の

負担となる額】 

 

現在行政目的

のために使用

されていない

資産額 

1 年以上回収

されていない

町税等の債権 

平成 23 年度中

に回収されな

かった町税等

の債権 

特定の目的の

ために貯めて

いる積立金額 

平成 24 年度に

支払う予定の

債務残高 

平成 24 年度に
返済する予定
の借金残高 

平成 25 年度以

降に返済する

予定の借金残

高 

平成 25 年度以
降に支払う予
定の債務残高 

【貸借対照表】 

町が住民サービスを提供するために保

有している資産と、その資産をどのよ

うな財源で賄ってきたかを総括的に対

照表示した財務諸表 

平成 23 年度末
までに発生し
た、特別職を含
む全職員に将
来支給すべき
退職手当 

現在行政目的

のために使用

されている資

産額 



連結行政コスト計算書 

（自 平成 23 年 4 月 1 日  至 平成 24 年 3 月 31 日） 

                        （単位：千円） 

 経常行政コスト 12,096,000 

 
１ 人にかかるコスト 
 （１）人件費 
 （２）退職手当引当金繰入等 
 （３）賞与引当金繰入額 
 
２ 物にかかるコスト 
 （１）物件費 
 （２）維持補修費 
 （３）減価償却費 
 
３ 移転支出的なコスト 
 （１）社会保障給付 
 （２）補助金等 
 （３）他会計等への支出金 
 （４）他団体への公共資産整備補助金等 
 
４ その他のコスト 
 （１）支払利息 
 （２）回収不能見込計上額 
 （３）その他行政コスト 
 

 
2,024,489 
1,741,263 
196,927 
86,299 

 
3,281,247 
1,473,822 

78,556 
1,728,869 

 
6,275,131 
3,263,351 
2,966,203 

0 
45,577 

 
515,133 
186,950 
23,443 
304,740 

経常収益 4,117,843 

 
１ 使用料・手数料等 
２ 分担金・負担金・寄附金 
３ 保険料 
４ 事業収益 
５ その他特定行政サービス収入 
 

 
164,074 

2,522,607 
556,917 
846,121 
28,124 

 

純経常行政コスト（経常行政コスト－経常収益） 7,978,157 

【行政コスト計算書】 

平成 23 年度の行政活動のうち、福

祉活動やごみの収集といった資産

形成に結びつかない行政サービス

にかかる経費と、その行政サービ

スの直接の対価として得られた財

源を対比させた財務諸表 

資産形成に結びつかない 1 年

間の行政サービスを提供する

ために要した経費 

保険料や水道料金、施設利用

料など主に行政サービス提供

の過程で得られた受益者負担

額 

経費から受益者負担を差し引

いた額 

【町税や地方交付税といった

一般財源等で賄わなければな

らないコスト】 



連結純資産変動計算書 

（自 平成 23 年 4 月 1 日  至 平成 24 年 3 月 31 日） 

                        （単位：千円） 

 期首純資産残高 34,847,850 

 

１ 純経常行政コスト 

 

２ 一般財源 

 （１）地方税 

 （２）地方交付税 

 （３）その他行政コスト充当財源 

 

３ 補助金等受入 

 

４ 臨時損益 

 

５ 出資の受入・新規設立 

 

６ 資産評価替えによる変動額 

 

７ 無償受贈資産受入 

 

８ その他 

 

９ 経費負担割合変更に伴う差額 

 

 

△7,978,157 

 

 

1,318,805 

4,055,599 

1,597,038 

 

1,938,151 

 

△205,927 

 

0 

 

△57 

 

0 

 

△47,293 

 

△2,743 

 

期末純資産残高 35,523,266 

【純資産変動計算書】 

貸借対照表上の純資産合計が 1 年

間でどのように変動したかを表し

ている財務諸表 

平成 23 年度当初時点の純資

産残高 

平成 23 年度末時点の純資産

残高 

 

純資産は 1 年間で 6 億 7,541

万 6 千円増加しており、平成

23 年度は健全な財政運営を

行ったと言えます。 



連結資金収支計算書 

（自 平成 23 年 4 月 1 日  至 平成 24 年 3 月 31 日） 

                        （単位：千円） 

 経常的収支の部  

支出合計 

収入合計 

10,575,123 

13,153,932 

経常的収支額 2,578,809 

公共資産整備収支の部  

支出合計 

収入合計 

1,142,913 

774,152 

公共資産整備収支額 △368,761 

投資・財務的収支の部  

支出合計 

収入合計 

2,020,378 

325,912 

投資・財務的収支の額 △1,694,466 

 

翌年度繰上充用金増減額 

当年度資金増減額 

期首資金残高 

経費負担割合変更に伴う差額 

期末資金残高 

 

 

0 

515,582 

3,412,268 

1,517 

3,929,367 

 

【資金収支計算書】 

現金の出入りの情報を 3 つの区分

に分けて表示した財務諸表 

日常の行政サービスを行うに

あたって必要な収支 

公共資産の整備を行うにあた

って必要な収支 

経常的収支や公共資産整備収

支以外の収支 

財政調整基金、減債基金、歳

計現金である現金・預金残高

が、平成 23 年度中に 5 億

1,709 万 9 千円増加している

ことがわかります。 



１ 資産総額・負債総額・地方債残高の推移 

 

 貸借対照表における、平成 23 年度の資産総額・負債総額・地方債残高は次のグラフのと

おりです。 

 

 資産は総額で 510 億 1,851 万 1 千

円となっており、そのうち 86.7％を

公共資産が占めています。 

 一方、負債は総額で 154 億 9,524

万 5 千円となっています。負債総額

の 82.8％である 128 億 3,777 万 8 千

円を地方債残高が占めていますが、

地方債残高については、償還時に地

方交付税の算定の基礎に含まれるも

のがあるため、実際に町が負担する

地方債残高は、36 億 4,578 万 4 千円

となっています。 



２ 社会資本形成の過去及び現世代、将来世代負担比率 

 

 社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、

これまでの世代によって既に負担された割合を見ることができます。＜純資産合計÷公共

資産等合計×100＞ 

 また、地方債に着目することで、将来返済しなければならない、今後の世代によって負

担する割合を見ることができます。＜地方債残高÷公共資産等合計×100＞ 

 社会資本への投資にあたっては、将来世代負担比率が低い方が財政的に健全であると言

えますが、世代間負担の公平を図るためには、過去及び現在の世代が過度に負担すること

も適当ではないため、世代間負担のバランスに配慮していくことが必要です。 

 

 

３ 資産老朽化比率 

 

 有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を

計算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを

全体として把握することができます。＜減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減

価償却累計額）×100＞ 

 



４ 受益者負担比率 

 

 経常収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定すること

ができます。受益者負担比率が他団体に比べて著しく低い場合などは、原因を詳細に検討

する必要があります。＜経常収益÷経常行政コスト×100＞ 

 

 

 

５ 行政コスト対公共資産比率 

 

 行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコ

ストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供して

いるかを分析することができます。＜経常行政コスト÷公共資産×100＞ 

 



６ 行政コスト対税収等比率 

 

 純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、当年度に行われた行

政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当

年度の負担で賄われたかがわかります。＜純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入

（その他一般財源等の列））×100＞ 

 

 

 

７ 地方債の償還可能年数 

 

 自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済でき

るかを表す指標で、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。＜地方債残高÷経常的収

支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）＞ 

 


